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第一部 【企業情報】

 
第１ 【企業の概況】

 
１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第92期

中間連結会計期間
第93期

中間連結会計期間
第92期

会計期間
自 2025年４月１日

至 2025年９月30日

自 2026年４月１日

至 2026年９月30日

自 2025年４月１日

至 2026年３月31日

売上高 （百万円） 120,539 135,893 243,764

経常利益 （百万円） 16,681 21,066 34,248

親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益

（百万円） 10,690 13,200 26,676

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 6,639 20,174 29,744

純資産額 （百万円） 353,397 374,255 361,936

総資産額 （百万円） 419,695 447,771 422,374

１株当たり中間（当期）
純利益金額

（円） 46.72 59.75 117.99

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益金額

（円） 46.69 59.71 117.91

自己資本比率 （％） 81.0 80.6 82.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 7,019 16,987 20,410

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,715 △25,861 1,143

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △12,062 △7,380 △27,877

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

（百万円） 86,658 73,166 88,682
 

 (注)１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　１株当たり中間（当期）純利益金額および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基

礎となる普通株式の期中平均株式数については、従業員インセンティブ・プラン「株式給付型ESOP」制度の

信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に

含めて算定しております。

３　当社は、2025年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。第92期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更

はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間における、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者

が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識してい

る主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1)　財政状態の状況

総資産は、前年度比253億9千6百万円増加し4,477億7千1百万円となりました。

流動資産は、150億3千2百万円増加し2,337億4千7百万円となりました。主な増減要因は、受取手形及び売掛金が

63億4千3百万円、原材料及び貯蔵品が58億5千7百万円、現金及び預金が38億9百万円増加したことによります。

固定資産は、103億6千3百万円増加し2,140億2千3百万円となりました。主な増減要因は、時価評価の影響等によ

り投資有価証券が52億8千5百万円、ステンレス鋼管事業の拡大等により有形固定資産のその他が46億1千2百万円増

加したことによります。

負債は、130億7千7百万円増加し735億1千5百万円となりました。主な増減要因は、未払法人税等が53億2千8百万

円、支払手形及び買掛金が45億2千1百万円、繰延税金負債が16億3千万円増加したことによります。

純資産につきましては、123億1千8百万円増加し3,742億5千5百万円となりました。主な増減要因は、親会社株主

に帰属する中間純利益を132億円確保、その他有価証券評価差額金が34億7千8百万円、為替換算調整勘定が25億9千7

百万円増加した一方で、配当金の支払いで49億8千7百万円、自己株式の取得等により20億6千9百万円減少したこと

によります。

なお、資本の財源および資金の流動性については、前連結会計年度と大きな変動は無く、運転資金及び設備資金

は自己資金を中心に充当し、国内及び海外子会社の借入金の返済の流動性は満たしておりますが、経営環境の先行

き不透明感からも、当社グループ全体での円滑な事業活動の資金について留意してまいります。

 
(2)　経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、AI関連投資や既存設備の更新需要を背景に資本財需要が底堅く推移

している一方で、中東情勢を巡る不透明感が続くなか、原油高の影響が幅広い業種のコスト上昇圧力となるなど、

企業はインフレを強く意識した経営のかじ取りが求められております。

海外経済では、米国はAI投資を中心とした設備投資が経済を牽引しておりますが、インフレ抑制を目的とした金

融引き締めが設備投資を鈍らせる可能性があり、中間選挙の結果が経済に与える影響を注視する必要があります。

アジアでは半導体需要が経済を下支えしており、中国においてもEV・AI関連製品の輸出が経済を支えているもの

の、内需は弱く、先行きは不透明な状況です。

こうした中、当社グループの事業全体の状況は、以下のとおりであります。

売上高は、全セグメントが増収となり、1,358億9千3百万円（前年同期比12.7％増）となりました。また、営業利

益面においても、全セグメントで増益を達成し、営業利益は196億1百万円（同27.1％増）となりました。営業外損

益は受取配当金8億2千万円、受取利息4億4百万円などを計上し、経常利益は210億6千6百万円（同26.3％増）と増益

になり、法人税等73億6千3百万円を計上したことで、親会社株主に帰属する中間純利益は132億円（同23.5％増）と

増益になりました。対米ドル換算レートは、1米ドル158円18銭であります。
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セグメント別の状況は、以下のとおりであります。

(日本)

国内事業につきましては、建築需要が低調であり、特に鋼管の販売が減少していますが、一方で、中国・韓国製

の亜鉛メッキ鋼板がアンチダンピングの対象となった影響で、当社の亜鉛メッキ鋼板の受注増により、普通鋼鋼材

の販売数量は前年比1.7%増加しております。また、丸一ステンレス鋼管㈱につきましては、半導体工場の建設が急

ピッチで進んでおり、BA管（精密細管）は前年同期比で71.4%増となっております。

こうした状況から日本セグメントの売上高は757億9千4百万円（前年同期比5.9％増）となりました。また、セグ

メント利益につきましても、全体では116億9千9百万円(同17.2％増)になりました。

(北米)

北米事業につきましては、第１四半期からデータセンター向けおよびメキシコとのボーダーフェンス向けなど鋼

材需要が旺盛であり、米国の熱間圧延コイル(HRC)価格(英国CRU社による米国中西部コイル価格指数)も上昇が続い

ており、米国マルイチ・アメリカン・コーポレーション（MAC社）、米国マルイチ・レビット・パイプ・アンド・

チューブLLC（Leavitt社）、米国マルイチ・オレゴン・スチール・チューブLLC（MOST社）、米国マルイチ・ネブラ

スカ・チューブLLC（MNT社）の米国4拠点の業績が堅調に推移し、４社合計で51億5千3百万円（同75.8%増）の営業

利益を確保しました。一方で、米国テキサスのマルイチ・ステンレス・チューブ・テキサス・コーポレーション

（MST-X社）は、販売数量を増やしつつありますが、上期は1億7千5百万円の営業赤字（前年同期より1億4千7百万円

の改善）となっております。メキシコのマルイチメックスS.A. de C.V.(Maruichimex社）は、日系自動車メーカー

の生産台数減少の影響もあり、7億6千6百万円の営業黒字（同17.8％減）となりました。

これらをまとめた北米セグメントの売上高は366億5千万円（前年同期比32.7％増）となり、セグメント利益につ

きましても、55億4千5百万円（同65.0％増）となりました。

(アジア)

アジア事業につきましては、売上面では234億4千8百万円（前年同期比10.0％増）と堅調に推移しました。営業利

益につきましては、マルイチ・フィリピン・スチール・チューブ・インク（MPST社）が納入先からの価格協力要請

の影響で2億8千5百万円（同35.4%減）となりましたが、インドのマルイチ・クマ・スチール・チューブ・プライ

ベート・リミテッド（KUMA社）では、7億5千1百万円（同98.7%増）の営業利益を確保したことにより、アジアのセ

グメント利益は20億4千6百万円（同12.4％増）となりました。

 
(3)　キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前年度末より155億1千6百万円減少

し、731億6千6百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によって増加した資金は169億8千7百万円(前年同期比99億6千7百万円の収入増)となりました。主な収入

内容は、税金等調整前中間純利益211億3千6百万円、非資金支出である減価償却費41億6千4百万円のほか仕入債務の

増減額43億6千1百万円であります。それに対し、主な支出内容は、売上債権の増減額61億3千4百万円、棚卸資産の

増減額52億5千5百万円、法人税等の支払額17億8百万円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によって減少した資金は258億6千1百万円(前年同期比241億4千5百万円の支出増)となりました。主な収

入内容は、投資有価証券の売却及び償還による収入11億3千7百万円、有形及び無形固定資産の売却による収入2億5

千2百万円などであります。支出につきましては、定期預金の純増減額124億1千7百万円、有形及び無形固定資産の

取得による支出76億2千万円、有価証券の純増減額60億1千9百万円などによるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によって減少した資金は73億8千万円(前年同期比46億8千2百万円の支出減)となりました。主な収入内容

は、短期借入金の純増減額5億2百万円であります。支出につきましては、配当金の支払額49億8千5百万円、自己株

式の取得による支出23億9千5百万円などであります。

 
(4)　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

前連結会計年度末より重要な変更はありません。

 
(5)　研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は1億4千6百万円であります。なお、当中間連結会

計期間において、当社グループの研究開発活動の重要な変更はありません。

 
(6)　主要な設備

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画はありません。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 600,000,000

計 600,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 252,000,000 252,000,000
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株で
あります。

計 252,000,000 252,000,000 ― ―
 

(注) 提出日現在の発行数には、2026年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　 2026年４月１日～
　 2026年９月30日

― 252,000 ― 9,595 ― 14,631
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(5) 【大株主の状況】

2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号 28,024 12.70

株式会社ヨシムラホールディングス 大阪市平野区加美西２丁目10番２号 14,100 6.39

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８番12号 11,315 5.13

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 10,560 4.78

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
505001
（常任代理人　株式会社みずほ銀行 ）

ONE CONGRESS STREET,SUITE 1,
BOSTON,MASSACHUSETTS
（東京都港区港南２丁目15－１）

10,478 4.75

株式会社日本カストディ銀行（三井住友
信託銀行再信託分・JFEスチール株式会
社退職給付信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号 9,009 4.08

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 8,674 3.93

丸一鋼管共栄持株会
大阪市中央区難波５丁目１番60号
なんばスカイオ 29階 

5,103 2.31

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE
SILCHESTER INTERNATIONAL INVESTORS
INTERNATIONAL VALUE EQUITY TRUST
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON
E14 5NT, UK
（東京都中央区日本橋３丁目11番１）

5,077 2.30

有限会社吉村興産 大阪市平野区加美西２丁目10番２号 3,630 1.64

計 － 105,973 48.05
 

(注) １．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 28,024千株

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 11,315千株

株式会社日本カストディ銀行（三井住友信託銀行

再信託分・JFEスチール株式会社退職給付信託口）
9,009千株

 

２．上記の他に当社所有の自己株式31,492千株があります。

３．株式会社日本カストディ銀行（信託口）は従業員インセンティブ・プラン「株式給付型ESOP」制度に係る信

託財産の委託先であります。なお、11,315千株のうち当社が委託している当社株式は490千株であり、連結

財務諸表において自己株式として表示しております。

４．発行済株式(自己株式を除く。)の総数に対する所有株式数の割合は小数点第３位以下を切り捨てて表示して

おります。
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５．2024年7月29日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社三菱UFJフィナンシャル・

グループが2024年7月22日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、上記の表中に記載

の株式会社三菱UFJ銀行を除き、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができま

せんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

株式会社三菱UFJ銀行 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 3,304 3.93

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 1,012 1.21

三菱UFJアセットマネジメ
ント株式会社

東京都港区東新橋１丁目９番１号 485 0.58
 

６．2025年3月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、シルチェスター・インターナショ

ナル・インベスターズ・エルエルピーが2025年3月17日現在で以下の株式を所有している旨が記載されてい

るものの、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主

の状況は、株主名簿上の保有株式に基づき記載しております。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

シルチェスター・インター
ナショナル・インベスター
ズ・エルエルピー

英国ロンドンエスダブリュー1ワイ・5
イーエス、ペル・メル83-85、ザ・メ
トカーフ3階

4,456 5.31

 

 
(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式
31,492,800 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 220,398,100 2,203,981 －

単元未満株式 普通株式 109,100 － －

発行済株式総数  252,000,000 － －

総株主の議決権  － 2,203,981 －
 

 (注)１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が600株（議決権6個）含まれ

ております。

２．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付型ESOP」制度の

信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有している当社株式490,160株が含まれてお

ります。

３．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式77株が含まれております。
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② 【自己株式等】

2026年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計(株)

発行済株式総数

に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)      
丸一鋼管株式会社

大阪市中央区難波

五丁目１番60号
31,492,800 － 31,492,800 12.50

計 － 31,492,800 － 31,492,800 12.50
 

（注）従業員インセンティブ・プラン「株式給付型ESOP」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信

託口）が所有している当社株式490,160株は含めておりません。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1)新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株

式数

(千株)

就任年月日

監査役

(社外)
髙田　篤 1963年４月８日生

1986年10月
朝日新和会計社（現有限責任あずさ監査法人）
入社

(注)2 ― 2026年６月24日

1990年３月 公認会計士登録(登録番号　第10057号)

1990年７月 岩崎税理士事務所入社

1990年９月 税理士登録(登録番号　第71007号)

1994年７月 北斗監査法人(現仰星監査法人)入社

1994年７月 髙田篤税理士事務所代表(現任)

2005年７月 北斗監査法人(現仰星監査法人)代表社員(現任)

2016年６月 日本公認会計士協会近畿会　会長

2016年７月 日本公認会計士協会　副会長

2019年６月 エース証券㈱(現東海東京証券㈱)社外取締役

2019年６月 日本公認会計士協会近畿会相談役(現任)

2020年６月 ㈱大阪取引所　社外監査役(現任)
 

(注)１.　監査役髙田篤は社外監査役であります。

(注)２.　2026年６月24日選任後、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時

までであります。

 
(2)退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役
(社外)

中野　健二郎 2026年６月24日

監査役
(社外)

魚住　隆太 2026年６月24日
 

 
(3) 役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役
副会長

代表取締役
社長兼COO

吉村　貴典 2026年６月24日

代表取締役
社長兼COO

取締役
副社長

森田　渉 2026年６月24日
 

 
 (4) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

    男性 8名　女性 4名 （役員のうち女性の比率33.3％）
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(業績連動報酬に関する事項)

業績連動報酬等として取締役に対して「賞与」、「業績連動型株式報酬（譲渡制限付）」を支給しておりま

す。

〔業績連動報酬・金銭報酬〕

「賞与」は会社の根源的な経営状況を表わす指標である「売上高」、「経常利益」、並びに株主への還元を

表わす「年間配当金」を指標とするとともに、各個人の貢献度等を総合的に勘案した額を毎年、一定の時期に

支給しております。

〔業績連動報酬・非金銭報酬〕

「業績連動型株式報酬（譲渡制限付）」については、中期経営計画の対象期間に含まれる各事業年度及び対

象期間全体である３事業年度をそれぞれ業績評価の対象期間とした上で、①各事業年度の業績目標の達成度に

応じて各事業年度の経過後に支給される当該事業年度分の職務執行の対価に相当する報酬（以下「単年度評価

報酬」という。）と②中期経営計画の対象期間全体における業績目標の達成度に応じて当該期間の最後の事業

年度の経過後に支給される３事業年度にわたる職務執行の対価に相当する報酬（以下「複数年度評価報酬」と

いう。）により構成されます。

対象となる取締役は、中期経営計画で採用した１乃至複数の業績指標の範囲であらかじめ取締役会が定める

業績指標（なお、第７次中期経営計画に対応する業績指標として、単年度評価報酬については連結売上高及び

連結営業利益を、複数年度評価報酬については業績評価期間における連結売上高の平均値及び連結営業利益の

平均値を採用する。）に基づく業績目標の達成度に応じて、各業績評価期間の経過後に、当社より支給された

金銭報酬債権を現物出資財産として払い込み、当社の普通株式の処分を受ける（ただし、業績評価期間を踏ま

えて当社の取締役会があらかじめ定める役務提供期間中であって、業績評価期間経過後に、正当と認める事由

により取締役を退任した場合には株式の交付に代えて金銭の支給を受けるものとする。）。対象となる取締役

に対して支給する金銭報酬債権の総額は、年額１億５千万円（以下「報酬等上限額」という。）以内、本制度

により発行または処分される当社の普通株式の総数は年９万株以内としております。株主価値の共有を中長期

にわたって実現するため、交付された株式については原則として譲渡制限を付すものとし、譲渡制限期間は譲

渡制限付株式の交付日から取締役の退任直後の時点までとして、当該時点をもって譲渡制限を解除します。各

個人へは、単年度評価報酬分については毎年、複数年度評価報酬分については業績評価期間の最後の事業年度

の終了後、一定の時期に株式の割当てを行うものとし、取締役会決議により決定します。なお、禁錮以上の刑

に処せられた場合等あらかじめ定められた事由に該当した場合、当該株式の交付を受ける権利を喪失し、ま

た、株式の交付後、譲渡制限期間中においては当該株式の全部を会社が無償で取得するものとしております。

なお、業績連動型株式報酬（譲渡制限付）の各個人への割当数については、以下の式に従って算出されま

す。

最終交付株式数（※）＝基準交付株式数（①）×在任期間比率（②）
 

※計算の結果、単元未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てるものとする。

※交付する株式又は金銭の総数又は総額が上限（年額１億５千万円、年９万株以内）を超えることとなる場

合には、当該上限を超えることとなる付与に係る対象者全員を対象に比例按分方式により按分調整する。
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1)基準交付株式数

基準交付株式数は、対象者の役位(※１)毎に、業績目標達成度(※２)に応じて、下表のとおり確定します。

(単年度評価報酬)

役位
業績目標達成度

Ａ Ｂ Ｃ

副社長以上 7,500 6,000 3,300

専務・常務 6,300 5,400 2,700

取締役（役位なし） 5,400 4,800 2,100
 

 
(複数年度評価報酬)

役位
業績目標達成度

Ａ Ｂ Ｃ

副社長以上 7,500 6,000 0

専務・常務 6,300 5,400 0

取締役（役位なし） 5,400 4,800 0
 

※１：役位は業績評価期間の末日時点の役位をもって判定する。

※２：業績目標達成度は下表に従って判定する。

※３：複数年度の業績指標においては、第７次中期経営計画期間３ヵ年の実績が、同計画発表時に定めた同

期間の目標値の３ヵ年平均値を上回った場合において、単年度評価とは別に加算する。

なお、業績評価目標達成度の判定に用いる数値は、当社の業績評価期間の対象事業年度に係る確定した連結

貸借対照表及び連結損益計算書に記載される数値を用いるものとし、平均値の算出は単純平均値（小数点以下

は切り捨てる。）を用いるものとします。

業績評価

期間

(単年度評価報酬)

・2025年３月期分：2025年3月期の１事業年度

・2026年３月期分：2026年3月期の１事業年度

・2027年３月期分：2027年3月期の１事業年度

(複数年度評価報酬)

2025年３月期から2027年３月期までの３事業年度

業績評価

目標

(単年度評価報酬)

・2025年3月期分

(a)業績評価期間である事業年度の連結売上高：271,000百万円

(b)業績評価期間である事業年度の連結営業利益：35,000百万円

・2026年3月期分

(a)業績評価期間である事業年度の連結売上高：285,000百万円

(b)業績評価期間である事業年度の連結営業利益：37,500百万円

・2027年3月期分

(a)業績評価期間である事業年度の連結売上高：300,000百万円

(b)業績評価期間である事業年度の連結営業利益：40,000百万円

(複数年度評価報酬)

(a)業績評価期間の各事業年度における連結売上高の平均値：285,333百万円

(b)業績評価期間の各事業年度における連結営業利益の平均値：37,500百万円

業績目標

達成度

Ａ:(a)及び(b)の双方を達成した場合

Ｂ:(a)又は(b)のいずれかのみを達成した場合

Ｃ:(a)及び(b)のいずれも不達成の場合
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2)在任期間比率

対象者が業務評価期間の一部において、当社の取締役の地位に在任していない期間がある場合、在任期間

（役務提供期間中における当社の取締役の地位に在任した期間）に応じて付与する株式数を按分するため、以

下の式により算出されます。なお、月の途中で新たに就任又は退任した場合には当該月について１月在任した

ものとみなして計算しております。

 

在任期間比率＝
役務提供期間中に在任した合計月数  

役務提供期間の合計月数
 

※１：役務提供期間の合計月数及び役務提供期間中に在任した合計月数の算出においては、役務提供期間の

開始日の属する月は含めないものとする。

※２：以下のいずれかに該当する場合には、在任期間比率は0とする。

ⅰ対象者が業務評価期間の末日時点において当社の取締役の地位に在任していない場合

ⅱ対象者が業績評価期間中において当社の取締役の地位に在任する月数が業績評価期間に応じた月数に

対する割合が2分の1未満である場合

※３：役務提供期間は、業績評価期間の事業年度（複数年度評価報酬においては、その最初の事業年度）の

前事業年度に係る定時株主総会の日から、業績評価期間の事業年度（複数年度評価報酬においては、

その最終事業年度）に係る定時株主総会の日までの期間

 
対象者が、業績評価期間終了後、権利確定日（業績評価期間の最終事業年度が終了してから当該事業年度に

係る計算書類の内容が会社法第439条に基づき定時株主総会へ報告される日（当該計算書類に関して、当該定時

株主総会において承認の決議がなされる場合には、当該承認の決議がなされる日とする。）までに死亡その他

正当な理由により退任した場合は、最終交付株式数に、当該退任日の当社株式の時価を乗じて得られた額の金

銭を交付します。当該退任日の当社株式の時価とは、当該日における東京証券取引所における当社株式の普通

取引の終値（同日に取引が成立していない場合には、それに先立つ直近取引日の終値）とします。ただし、計

算の結果として算出される金銭の額が、本制度に基づく当該金銭の交付日が属する年の報酬等の金額の合計額

において報酬等上限額を超えるときは、交付する金銭の額は、報酬等上限額に満ちるまでの金額を支給するも

のとしております。

また、役務提供期間中であって、かつ、業績評価期間終了後に、次の各号に掲げる事項（以下「組織再編

等」という。）が当社の株主総会（ただし、ii.において当社の株主総会による承認を要さない場合及びvi.に

おいては、当社の取締役会）で承認された場合（ただし、当該組織再編等の効力発生日が、業績評価期間終了

後から業績連動型株式報酬（譲渡制限付）としての当社の普通株式の発行又は処分の日の前営業日の間に到来

することが予定されているときに限る。）には、当社の普通株式に代わり、金銭を支給します。当該対象者に

支給する金銭の額は、報酬等上限額の範囲内において、最終交付株式数に、当該組織再編等の効力発生日の前

営業日の東京証券取引所における当社の普通株式の終値を乗じて得られる金額としております。

ⅰ当社が消滅会社となる合併契約：合併の効力発生日

ⅱ当社が分割会社となる吸収分割契約又は新設分割計画（当社が、会社分割の効力発生日において、当該会

社分割により交付を受ける分割対価の全部又は一部を当社の株主に交付する場合に限る。）：会社分割の

効力発生日

ⅲ当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画：株式交換又は株式移転の効力発生日

ⅳ株式の併合（当該株式の併合により対象者に関する基準交付株式数が１株に満たない端数のみとなる場合

に限る。）：株式の併合の効力発生日

ⅴ当社株式に会社法第108条第１項第７号の全部取得条項を付して行う当社の普通株式の全部の取得：会社法

第171条第１項第３号に規定する取得日

ⅵ当社株式を対象とする株式売渡請求（会社法第179条第２項に定める株式売渡請求を意味する。）：会社法

第179条の２第１項第５号に規定する取得日
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（最近事業年度における業績連動報酬に係る指標）

 
売上高(百万円) 営業利益（百万円） 経常利益(百万円) １株当たり

年間配当額(円)連結 単体 連結 単体 連結 単体

第90期（2024年３月期）実績 271,310 125,370 34,811 19,026 38,355 26,941 131.00

第91期（2025年３月期）実績 261,649 118,843 22,918 15,419 26,646 21,124 131.00

第92期（2026年３月期）実績 243,764 110,761 32,043 18,573 34,248 23,175 89.50
 

（注） 2025年10月１日付けで普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。第92期の1株当たり配当額

は中間配当額を株式分割前の67円00銭、期末配当額を株式分割後の22円50銭、年間配当額は単純合算合計額で

ある89円50銭として記載しております。なお、当該株式分割を考慮しない場合の第92期の期末配当金は67円50

銭、年間配当金は134円50銭となります。

（第7次中期経営計画の数値目標）

 2025年３月期 2026年３月期 2027年３月期

売上高（億円） 2,710 2,850 3,000

営業利益（億円） 350 375 400

ROE（％）   8.0

連結配当性向（％） 41 43 45

環境目標 国内CO2排出量（スコープ1+2）2013年度比 35%減
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 91,859 95,668

  受取手形及び売掛金 47,046 53,390

  有価証券 13,939 13,165

  製品 22,207 22,554

  原材料及び貯蔵品 36,682 42,539

  その他 7,047 6,501

  貸倒引当金 △68 △73

  流動資産合計 218,714 233,747

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 43,222 43,246

   その他 87,854 92,467

   有形固定資産合計 131,076 135,713

  無形固定資産   

   のれん 91 86

   その他 2,860 3,250

   無形固定資産合計 2,951 3,336

  投資その他の資産   

   投資有価証券 63,859 69,144

   その他 5,776 5,831

   貸倒引当金 △3 △3

   投資その他の資産合計 69,632 74,973

  固定資産合計 203,660 214,023

 資産合計 422,374 447,771
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 27,443 31,964

  短期借入金 3,599 4,128

  未払法人税等 1,042 6,371

  賞与引当金 1,222 1,190

  役員賞与引当金 119 83

  その他 11,829 13,340

  流動負債合計 45,255 57,078

 固定負債   

  長期借入金 787 401

  役員退職慰労引当金 185 222

  株式給付引当金 372 413

  退職給付に係る負債 3,203 3,022

  繰延税金負債 3,054 4,685

  長期仮受金 6,848 6,848

  その他 729 842

  固定負債合計 15,182 16,436

 負債合計 60,438 73,515

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 9,595 9,595

  資本剰余金 15,473 15,717

  利益剰余金 324,241 332,454

  自己株式 △34,645 △36,714

  株主資本合計 314,664 321,053

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 16,642 20,121

  為替換算調整勘定 16,014 18,612

  退職給付に係る調整累計額 1,003 1,012

  その他の包括利益累計額合計 33,660 39,746

 新株予約権 107 107

 非支配株主持分 13,504 13,348

 純資産合計 361,936 374,255

負債純資産合計 422,374 447,771
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 120,539 135,893

売上原価 95,089 105,783

売上総利益 25,449 30,110

販売費及び一般管理費 ※  10,027 ※  10,508

営業利益 15,422 19,601

営業外収益   

 受取利息 395 404

 受取配当金 799 820

 持分法による投資利益 138 168

 不動産賃貸料 329 345

 その他 171 247

 営業外収益合計 1,834 1,985

営業外費用   

 支払利息 30 48

 為替差損 125 35

 不動産賃貸費用 149 186

 その他 269 250

 営業外費用合計 574 521

経常利益 16,681 21,066

特別利益   

 固定資産売却益 6 63

 投資有価証券売却益 8 37

 関係会社株式売却益 552 －

 特別利益合計 566 100

特別損失   

 固定資産売却損 1 －

 固定資産除却損 114 22

 投資有価証券売却損 10 7

 投資有価証券評価損 797 －

 その他 2 －

 特別損失合計 925 29

税金等調整前中間純利益 16,322 21,136

法人税等 4,997 7,363

中間純利益 11,325 13,773

非支配株主に帰属する中間純利益 634 573

親会社株主に帰属する中間純利益 10,690 13,200
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 11,325 13,773

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 3,398 3,539

 為替換算調整勘定 △7,080 2,949

 退職給付に係る調整額 0 10

 持分法適用会社に対する持分相当額 △1,004 △98

 その他の包括利益合計 △4,685 6,401

中間包括利益 6,639 20,174

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 6,997 19,285

 非支配株主に係る中間包括利益 △357 888
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 16,322 21,136

 減価償却費 3,735 4,164

 のれん償却額 60 8

 受取利息及び受取配当金 △1,195 △1,225

 支払利息 30 48

 持分法による投資損益（△は益） △138 △168

 有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △550 △29

 投資有価証券評価損益（△は益） 797 －

 売上債権の増減額（△は増加） △157 △6,134

 棚卸資産の増減額（△は増加） △3,068 △5,255

 仕入債務の増減額（△は減少） 3,668 4,361

 その他 △143 392

 小計 19,362 17,300

 利息及び配当金の受取額 1,437 1,444

 利息の支払額 △30 △48

 法人税等の支払額 △13,749 △1,708

 営業活動によるキャッシュ・フロー 7,019 16,987

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） 1,630 △12,417

 有価証券の純増減額（△は増加） △300 △6,019

 投資有価証券の取得による支出 △169 △1,413

 投資有価証券の売却及び償還による収入 2,764 1,137

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △5,094 △7,620

 有形及び無形固定資産の売却による収入 14 252

 固定資産の除却による支出 △738 △15

 その他 178 236

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,715 △25,861

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,448 502

 長期借入金の返済による支出 △366 △356

 自己株式の取得による支出 △5,815 △2,395

 子会社の自己株式の取得による支出 △1,327 －

 配当金の支払額 △5,879 △4,985

 非支配株主への配当金の支払額 △121 △145

 財務活動によるキャッシュ・フロー △12,062 △7,380

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,715 737

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,473 △15,516

現金及び現金同等物の期首残高 95,132 88,682

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  86,658 ※  73,166
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【注記事項】

(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)
 

 当中間連結会計期間

(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

税金費用の計算 　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性

を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。
 

 

(中間連結貸借対照表関係)

 　該当事項はありません。

 
(中間連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。
 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
 至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
 至 2026年９月30日)

発送費 3,783百万円 3,784百万円

賞与引当金繰入額 387百万円 375百万円
 

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
 至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
 至 2026年９月30日)

現金及び預金勘定 92,720百万円 95,668百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △11,853百万円 △24,126百万円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資
5,792百万円 1,623百万円

現金及び現金同等物 86,658百万円 73,166百万円
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(株主資本等関係)

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月９日
取締役会

普通株式 5,883 76.00 2025年３月31日 2025年6月25日 利益剰余金
 

(注) 配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付型ESOP」制度の信託財産として、株式会社日本カ

ストディ銀行（信託口）が所有している当社株式に対する配当金12百万円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月10日
取締役会

普通株式 5,079 67.00 2025年９月30日 2025年11月28日 利益剰余金
 

(注) １．配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付型ESOP」制度の信託財産として、株式会社日

本カストディ銀行（信託口）が所有している当社株式に対する配当金11百万円が含まれております。

２．2025年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当額」に

つきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は2024年12月６日および2025年５月９日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定によ

る定款の定めに基づく自己株式の取得を決議し、実施しております。これにより、当中間連結会計期間において

自己株式が5,815百万円（1,666,900株）増加しております。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月13日
取締役会

普通株式 4,987 22.50 2026年３月31日 2026年6月25日 利益剰余金
 

(注) 配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付型ESOP」制度の信託財産として、株式会社日本カ

ストディ銀行（信託口）が所有している当社株式に対する配当金11百万円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月９日
取締役会

普通株式 6,394 29.00 2026年９月30日 2026年11月30日 利益剰余金
 

(注) 配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付型ESOP」制度の信託財産として、株式会社日本カ

ストディ銀行（信託口）が所有している当社株式に対する配当金14百万円が含まれております。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は2026年５月13日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定による定款の定めに基づく

自己株式の取得を決議し、実施しております。これにより、当中間連結会計期間において自己株式が2,395百万円

（1,374,100株）増加しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 2025年４月１日 至 2025年９月30日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

(注) １

中間連結損益

計算書計上額

(注) ２日本 北米 アジア 計

売上高       

顧客との契約から生じる収益 71,602 27,623 21,313 120,539 － 120,539

　外部顧客への売上高 71,602 27,623 21,313 120,539 － 120,539

　セグメント間の

　内部売上高又は振替高
976 － 147 1,123 △1,123 －

計 72,578 27,623 21,461 121,663 △1,123 120,539

セグメント利益 9,980 3,360 1,820 15,162 259 15,422
 

(注) １．セグメント利益の調整額259百万円はセグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２． 報告セグメントごとの資産に関する情報

該当事項はありません。

 

３． 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間（自 2026年４月１日 至 2026年９月30日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント 調整額

(注) １

中間連結損益

計算書計上額

(注) ２日本 北米 アジア 計

売上高       

顧客との契約から生じる収益 75,794 36,650 23,448 135,893 － 135,893

　外部顧客への売上高 75,794 36,650 23,448 135,893 － 135,893

　セグメント間の

　内部売上高又は振替高
584 － 134 719 △719 －

計 76,379 36,650 23,583 136,613 △719 135,893

セグメント利益 11,699 5,545 2,046 19,291 310 19,601
 

(注) １．セグメント利益の調整額310百万円はセグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２． 報告セグメントごとの資産に関する情報

該当事項はありません。

 
３． 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目

前中間連結会計期間

(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　2026年４月１日

　至　2026年９月30日)

（1）１株当たり中間純利益金額 46.72円 59.75円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額（百万円） 10,690 13,200

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益金額

（百万円）
10,690 13,200

　普通株式の期中平均株式数（千株） 228,819 220,923

（2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 46.69円 59.71円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（百万円） － －

　普通株式増加数（千株） 167 163

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式について前

連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注)１　１株当たり中間純利益金額および潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎となる普通株式

の期中平均株式数については、従業員インセンティブ・プラン「株式給付型ESOP」制度の信託財産として、

株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定してお

ります（前中間連結会計期間508千株、当中間連結会計期間493千株）。

２　当社は、2025年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり中間純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額を算定しております。

 
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

2026年５月13日開催の取締役会において、2026年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 4,987百万円

②１株当たりの金額 22円50銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年６月25日
 

また、第93期（2026年４月１日から2027年３月31日まで）中間配当について、2026年11月９日開催の取締役会にお

いて、2026年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 6,394百万円

②１株当たりの金額 29円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2026年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月13日

丸一鋼管株式会社

取締役会  御中

 

　有限責任 あずさ監査法人

　　大阪事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 成   本   弘   治  

 

 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 春　　名　　智　　之  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸一鋼管株式会

社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸一鋼管株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告

書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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